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技術報 カーボンニュートラルポートの形成に向けた検討手法について 

港湾・空港事業部 第三部 三田 周平 / 港湾・空港事業部 計画部 古山 卓司 / 松尾 智征 

 

近年、我が国では、地球温暖化の進行により、災害が激甚化・頻発化している。その要因となるCO2 の我が国の総排出量は約 9.9

億トン／年 1)であり、港湾・臨海部にはCO2 排出量の約 6 割を占める発電所・製油所、鉄鋼業等の産業が多く集積している 2)。そ

のため、港湾を中心とした脱炭素化の取組は重要であるものの、各企業が個別に掲げる目標にとどまり、その全体像は不明確な状

態となっていた。本稿では、静岡県の重要港湾「御前崎港」を対象に、港湾及び背後地域に立地する企業の活動実態を考慮したCO2

排出量の定量化と、そのCO2 排出量削減に向けた目標設定及び具体的な取組方針の検討手法について紹介する。 
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1．はじめに 

近年、地球温暖化により、気温の上昇、大雨の頻度が

増加している。今後、地球温暖化が進行することで災害

の更なる激甚化や頻発化のリスク増加が懸念されてい

る。地球温暖化の要因となる CO2 の我が国の総排出量

は約 9.9 億トン／年 1)であり、港湾・臨海部には総排出

量の約 6 割を占める発電所・製油所、鉄鋼業、化学工場

といった産業が多く集積している 2)。 

このような背景から港湾・臨海部産業の脱炭素化の取

組は喫緊の課題であり、国土交通省においても、「カーボ

ンニュートラルポート（以降、CNP）」の形成（図-1）を

掲げ、全国の港湾で CNP 形成を推進するための具体計

画（港湾脱炭素化推進計画）の立案が求められていた。 

本稿では、静岡県の重要港湾「御前崎港」を対象に、

具体計画作成にあたり、港湾及び背後地域に立地する企

業の活動実態を考慮した CO2 排出量の定量化と、その

CO2 排出量削減に向けた目標設定及び具体的な取組方

針の検討手法について紹介する。 

2．存在した課題 

2-1．御前崎港のCO2排出量の定量化 

御前崎港やその背後地域に立地する企業の事業活動

による年間の CO2 排出量は、一部公表している企業は

あるものの、多くの企業は公表しておらず、御前崎港の

CO2 排出量を把握することが困難であった。 

また、御前崎港の CO2 排出源は、背後に立地する企

業の活動だけでなく、港湾荷役や船舶、貨物車両など多

岐にわたるため、港湾活動及び背後立地企業の事業活動

に応じたCO2 排出量の定量化が課題となっていた。 

2-2．脱炭素化の数値目標と具体的な取組方針の設定 

御前崎港周辺の一部の事業者は、個別に脱炭素化に向

けた目標を設定しているものの、御前崎港全体としての

脱炭素化に向けた数値目標が設定されておらず、目指す

べき全体像が不明確な状態であった。脱炭素化の実現に

向けては、御前崎港全体としての具体的な数値目標の設

定が課題となっていた。 

また、御前崎港では、将来、利用が想定される次世代

エネルギーの種類、貯蔵・供給エリア、利用時期が明確

に示されておらず、企業にとっては脱炭素化に向けた設

備投資の判断に踏み切れないといった問題が生じてい

た。そのため、脱炭素化に向けた港湾としての具体的な

取組方針の設定が課題となっていた。 

3．解決する技術 

3-1．ヒアリング・データ分析によるCO2排出量の推計 

御前崎港における年間の CO2 排出量を推計するにあ

たり、排出源の活動を明確化するため、推計対象を「タ

ーミナル内：港湾貨物の荷役活動や管理棟、照明施設で

の活動」、「船舶・車両：停泊中の船舶、ターミナルと背

後地を往来する輸送車両の活動」、「ターミナル外：工場、

倉庫、物流施設での活動」の３つに区分した。 

ターミナル内の CO2 排出量は、港運会社へのヒアリ

ングを実施し、作業日数や荷役機械ごとの稼働時間、燃

料種別、燃料使用量などを把握し、燃料別での CO2 排

出係数 3）を乗じることで推計した。 

船舶の CO2 排出量は、「静岡県の入出港船舶データ」

を基に、停泊時間、船種、総トン数を把握し、CO2 排出

係数 4）を乗じることで推計した。 

図-1 CNPの形成イメージ 2) 
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車両のCO2 排出量は、「全国輸出入コンテナ貨物流動

調査」から背後地別の輸送距離と貨物量を把握し、総輸

送距離を算出した上で、CO2 排出係数 5）を乗じることで

推計した。 

ターミナル外の CO2 排出量は、CO2 排出量が多いと

想定される大規模な事業者へのヒアリングにより、事業

活動に伴う化石燃料及び電力の年間使用量を正確に把

握した上で、各使用量に燃料別の CO2 排出係数 3）と電

力のCO2 排出係数 6）を乗じることで推計した。 

さらに、推計した CO2 排出量を基に、脱炭素化に向

けた代替エネルギーとして、CO2 が発生しない水素燃料

の利用を想定し、設定した目標の達成に対し、必要とな

る水素需要量を次の①～③の手順で推計した。 

①目標達成に必要なCO2 削減量（t）を設定（表-1 KPI1

参照） 

②CO2削減量（t）を熱量あたりCO2排出原単位（t/GJ）

で除してエネルギー量（GJ）を算定 

③エネルギー量（GJ）を水素の単位熱量（121 GJ/t）5）

で除して水素需要量（t）を推計 

上記推計により、目標を達成するために必要な水素需

要量は 2050 年で 0.7 万 t/年であることが判明した。ま

た、その水素運搬船の受入に必要な岸壁の水深・延長や

貯蔵タンクの整備に必要な面積を算定し、御前崎港の具

体的な施設配置案を提示し、整備イメージを共有した。 

3-2．KPIの設定及び将来ゾーニング図の作成 

御前崎港における脱炭素化の推進に向けては、短期

（2030 年）、中期（2040 年）、長期（2050 年）の３つの

目標時期に応じて次に示す KPI（Key Performance 

Indicator：重要達成度指標）を設定した。（表-1） 

KPI1：静岡県の第４次静岡県地球温暖化対策実行計画

7）による削減目標を踏まえたCO2 排出量 

KPI2：ヒアリングによる荷役機械のリプレース時期を

踏まえた低・脱炭素型荷役機械の導入率 

KPI3：保全団体へのヒアリングを踏まえたブルーカー

ボン生態系（藻場）の保全面積 

これらのKPIを各目標時期において評価することで、

進捗状況を可視化し、脱炭素化の取り組みを促進するた

めの判断材料とした。 

また、御前崎港を利用する事業者にヒアリングを行い、

短期・中期・長期の視点で想定する脱炭素化に向けた取

組の位置、規模、実施期間、事業の効果を把握した。取

組内容を踏まえ、短期・中期・長期の目標達成に向けた

ロードマップと各取組を可視化したゾーニング図（図-2）

を作成することで、港湾管理者や事業者を含む港湾関係

者が、今後、進むべき方向性を明確化した。 

4．まとめ 

本稿では、御前崎港及び背後地域に立地する事業者の

活動実態や港湾荷役、船舶・車両の活動実態を考慮した

CO2 排出量の定量化と、その CO2 排出量削減に向けた

目標設定及び具体的な取組方針の検討手法を紹介した。 

脱炭素化に関する社会情勢は急速に変化しているた

め、今後もその動向を注視しつつ、我が国の目標や事業

者の取組、先進技術の開発等、状況変化に応じて推計や

目標設定の見直しを行うことが重要である。 
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表-1 御前崎港の脱炭素化に向けたKPI 

 

図-2 御前崎港の脱炭素化に向けた施策ゾーニング 

 

短期（2030年度） 中期（2040年度） 長期（2050年度）

KPI １
CO2排出量

1.0万ﾄﾝ/年
※
削減量0.9万ﾄﾝ/

年

0.5万ﾄﾝ/年
※
削減量1.4万ﾄﾝ/

年

実質0ﾄﾝ/年
※
削減量1.9万ﾄﾝ/

年

KPI ２
低・脱炭素型荷
役機械導入率

35% 68% 100%

KPI ３
ブルーカーボン
生態系(藻場)の
保全

藻場の保全
0.28ha
※
現状面積の維持

を目標と設定

藻場の保全
0.28ha
※現状面積の維持を
目標と設定

藻場の保全
0.28ha
※現状面積の維持を
目標と設定

　
具体的な数値目標


